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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期

会計期間

自 平成27年
   ３月１日
至 平成27年
   ８月31日

自 平成28年
   ３月１日
至 平成28年
   ８月31日

自 平成29年
   ３月１日
至 平成29年
   ８月31日

自 平成27年
   ３月１日
至 平成28年
   ２月29日

自 平成28年
   ３月１日
至 平成29年
   ２月28日

営業収益 (百万円) 9,734 9,762 9,508 19,733 19,325

経常利益 (百万円) 2,503 2,956 2,871 5,406 5,469

親会社株主に帰属する中
間(当期)純利益

(百万円) 2,221 1,200 1,825 2,366 2,667

中間包括利益又は
包括利益

(百万円) 2,278 1,023 2,095 1,942 2,897

純資産額 (百万円) 59,544 59,532 62,801 59,208 61,405

総資産額 (百万円) 80,794 81,349 87,514 81,151 83,351

１株当たり純資産額 (円) 5,954.44 5,953.20 6,280.17 5,920.84 6,140.59

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 222.10 120.03 182.56 236.64 266.72

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 73.7 73.2 71.7 73.0 73.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,285 1,985 2,485 3,115 3,758

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △36 △345 4,165 △311 △2,167

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,323 △858 △855 △1,660 △1,015

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(百万円) 20,069 22,070 27,658 21,288 21,863

従業員数
〔ほか、平均臨時
 雇用者数〕

(名)
175 170 168 177 169

〔15〕 〔10〕 〔14〕 〔15〕 〔12〕
 

(注) １ 営業収益には消費税等は含まれていない。

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載していない。
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(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期

会計期間

自 平成27年
   ３月１日
至 平成27年
   ８月31日

自 平成28年
   ３月１日
至 平成28年
   ８月31日

自 平成29年
   ３月１日
至 平成29年
   ８月31日

自 平成27年
   ３月１日
至 平成28年
   ２月29日

自 平成28年
   ３月１日
至 平成29年
   ２月28日

営業収益 (百万円) 9,006 8,983 8,755 18,194 17,783

経常利益 (百万円) 2,441 2,875 2,805 5,261 5,312

中間(当期)純利益 (百万円) 2,193 1,156 1,786 2,288 2,576

資本金 (百万円) 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

発行済株式総数 (株) 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000

純資産額 (百万円) 57,813 57,707 60,889 57,426 59,533

総資産額 (百万円) 78,590 79,015 85,117 78,926 80,979

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 70 70

自己資本比率 (％) 73.6 73.0 71.5 72.8 73.5

従業員数 (名) 109 106 107 111 107
 

(注) １ 営業収益には消費税等は含まれていない。

２ 中間連結財務諸表を作成しており、中間財務諸表に１株当たり純資産額、１株当たり中間純利益金額及び潜

在株式調整後１株当たり中間純利益金額を注記していないため、１株当たり純資産額、１株当たり中間(当

期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の記載を省略している。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が営む事業の内容について、重要な変更はな

い。

　また、主要な関係会社における異動もない。

 

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成29年８月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

建物賃貸事業  41

建物管理受託事業  30(13)

その他の事業  51( 1)

全社(共通)  46

合計 168(14)
 

(注) １ 従業員数は就業人員である。

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)である。

３ 全社(共通)は総務及び経理等の管理部門の従業員である。

 

(2) 提出会社の状況

 平成29年８月31日現在

従業員数(名)  107
 

(注) 従業員数は就業人員である。(兼務役員３名除く)

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されてなく、労使関係については円滑な関係にあり、特に記載すべき事項はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出が伸び悩む中、企業収益の好調を受け設備投資が底堅く推移、

個人消費も雇用者数の増加を受け持ち直したこと等により、緩やかな回復を辿った。

 

当不動産業界では、各企業のオフィス拡張や都心回帰が継続する東京ビジネス地区のオフィス賃貸市場におい

て、引き続き空室率は低水準で推移したが、賃料は緩慢な上昇に留まった。

 

当社グループは、このような事業環境下、各事業活動に全力で取り組んだ結果、当中間連結会計期間の営業収益

は95億８百万円で前中間連結会計期間と比較して２億５千３百万円の減収(2.5％減)、営業利益は27億９千４百万円

で１億１千３百万円の減益(3.8％減)、経常利益は28億７千１百万円で８千５百万円の減益(2.8％減)となってい

る。

 

主力の建物賃貸事業では、「世界貿易センタービル」の空室率の改善努力等があったものの一方で「ThinkPark

Tower」での大口解約の影響を受け、当中間連結会計期間の営業収益は、前中間連結会計期間と比較して４千８百万

円減収(0.6％減)の77億２百万円、営業利益は６千６百万円減益(1.9％減)の34億２百万円となっている。

建物管理受託事業の当中間連結会計期間の営業収益は、前中間連結会計期間と比較して２千２百万円減収(1.8％

減)の11億４千５百万円、営業利益は１千６百万円減益(7.2％減)の２億１千２百万円となっている。

その他の事業［ブライダル(結婚式)・コンファレンス(貸会議室・展示場)・駐車場・バスターミナル・展望台他

および子会社事業］の当中間連結会計期間の営業収益は、ブライダル受注件数の減少などにより、前中間連結会計

期間と比較して１億８千３百万円減収(21.7％減)の６億６千１百万円、営業損失は５千２百万円(前中間連結会計期

間は営業利益８百万円)となっている。

 

さらに、当中間連結会計期間において、環境対策費用及び再開発関連費用などとして特別損失１億４千６百万円

を計上した結果、税金等調整前中間純利益は27億２千４百万円となり、親会社株主に帰属する中間純利益は前中間

連結会計期間と比較して６億２千５百万円増益(52.0％増)の18億２千５百万円となっている。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前中間連結会計期間末と比べ55

億８千８百万円増加し、276億５千８百万円となった。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動におけるキャッシュ・フローは、24億８千５百万円の資金の増加(前中間

連結会計期間比＋４億９千９百万円)となった。これは法人税等の支払額７億６千９百万円、未払金の減少額２億

３千６百万円等による資金の減少があったものの、税金等調整前中間純利益27億２千４百万円、非資金損益項目

である減価償却費７億４千万円等による資金の増加があったことによるものである。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、41億６千５百万円の資金の増加(前中間連

結会計期間比＋45億１千１百万円)となった。これは有形固定資産の売却に伴う手付金などによるものである。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、８億５千５百万円の資金の減少(前中間連

結会計期間比＋２百万円)となった。これは短期借入金の返済等によるものである。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績・受注実績

当社グループは不動産事業を中心としているので、生産実績及び受注実績はない。

 

(2) 販売実績

当中間連結会計期間の販売実績をセグメントで示すと次のとおりである。

 

セグメントの名称

当中間連結会計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

１ 建物賃貸事業 7,702 △0.6

２ 建物管理受託事業 1,145 △1.8

３ その他の事業 661 △21.7

合計 9,508 △2.6
 

(注) 上記金額には消費税等は含まれていない。

 

３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はない。

 

４ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

について重要な変更はない。

　なお、重要事象等は存在していない。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

１　土地売買契約

提出会社は、平成29年８月９日、東京都港区所在の保有土地を売却するための契約を締結した。

 
２　工事請負契約

提出会社は、平成29年８月21日、世界貿易センタービルディング南館に係る工事請負契約を締結した。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はない。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

 

(1) 経営成績の分析

(概況)

当社グループは各事業部門において積極的な営業活動を展開した結果、当中間連結会計期間において営業収益は

95億８百万円(前中間連結会計期間比2.5％減)、営業利益は27億９千４百万円(同比3.8％減)、経常利益は28億７千

１百万円(同比2.8％減)となり、親会社株主に帰属する中間純利益については、18億２千５百万円(同比52.0％増)と

なった。

(営業収益)

当中間連結会計期間の営業収益は95億８百万円で前中間連結会計期間と比べ２億５千３百万円の減収となった。

報告セグメントの業績については、建物賃貸事業収入は77億２百万円で前中間連結会計期間と比べ４千８百万円

の減収となった。これは「ThinkPark Tower」において前年に比べ空室率が高まったことなどにより減収となったこ

とが主な要因である。

建物管理受託事業収入は、当社の連結子会社である株式会社貿易ビルサービスが「世界貿易センタービル」・

「ThinkPark Tower」などのテナントから受注した各種工事が減少したため、当中間連結会計期間の営業収入は前中

間連結会計期間と比べ２千２百万円減収の11億４千５百万円となった。

その他の事業収入は６億６千１百万円で前中間連結会計期間と比べ１億８千３百万円の減収となった。これはス

カイホールでのブライダル婚礼件数等が前年に比べ減少したことなどが主な要因である。

(営業原価、販売費・一般管理費、営業利益)

当中間連結会計期間の営業原価は58億７千２百万円で前中間連結会計期間と比べ７千４百万円の減少となった。

これは、その他の事業原価が１億２千３百万円減少したことが主な要因である。

当中間連結会計期間の販売費・一般管理費は引き続き諸経費の節減に努めた結果、前中間連結会計期間と比べ６

千６百万円減少の８億４千１百万円となった。以上の結果、営業利益は27億９千４百万円で前中間連結会計期間と

比べ１億１千３百万円の減益となった。

(営業外収益・費用、経常利益)

営業外収益は受取配当金の増加などにより前中間連結会計期間に比べ２千６百万円増加の７千９百万円となった

結果、経常利益は28億７千１百万円で前中間連結会計期間と比べ８千５百万円の減益となった。

(特別利益・損失、親会社株主に帰属する中間純利益)

当中間連結会計期間において、特別損失は前中間連結会計期間に固定資産除却損などを計上したことにより、親

会社株主に帰属する中間純利益は前中間連結会計期間に比べ６億２千５百万円増益の18億２千５百万円となった。
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(2) 財政状態の分析

(資産)

当中間連結会計期間末の資産残高は、前連結会計年度末に比べ41億６千２百万円増加し875億１千４百万円となっ

た。流動資産は320億２千９百万円で前連結会計年度末に比べ46億５千８百万円増加したが、これは土地の売却に係

る手付金の受領などにより、現金及び預金の残高などが増加したことが主な要因である。固定資産は554億８千４百

万円で前連結会計年度末に比べ４億９千５百万円減少した。これは主に有形固定資産の減価償却が進捗したことが

主な要因である。

(負債)

当中間連結会計期間末の負債残高は、前連結会計年度末に比べ27億６千７百万円増加し247億１千２百万円となっ

た。これは長期前受金の増加などが主な要因である。

(純資産)

当中間連結会計期間末の純資産残高は利益剰余金等の増加により、前連結会計年度末に比べ13億９千５百万円増

加し628億１百万円となった。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

第２ ［事業の状況］における１ ［業績等の概要］内の(2) キャッシュ・フローの状況に記載している通りであ

る。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

 
２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりである。

平成29年８月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
投資予定額(百万円)

資金調達
方法

着手年月 完了予定
総額 既支払額

提出
会社

世界貿易センター
ビルディング南館

建物賃貸
事業

貸事務室
店舗

未定 ― 自己資金
平成29年
９月

平成33年
 

(注) 投資予定額の総額については、建築工事費等が未確定であるため、未定である。

 

(2) 重要な設備の売却

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の売却の計画は次のとおりである。

 
会社名 事業所所在地 セグメントの名称 設備の内容 売却予定時期

提出会社 東京都港区 建物賃貸事業 土地 平成33年
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)

(平成29年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,000,000 10,000,000 ― 単元株制度を採用していない

計 10,000,000 10,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はない。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年８月31日 ― 10,000,000 ― 5,000 ― ―
 

 

(6) 【大株主の状況】

平成29年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 1,000 10.00

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 520 5.20

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 480 4.80

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 460 4.60

東京瓦斯株式会社 東京都港区海岸一丁目５番20号 412 4.12

三菱重工業株式会社 東京都港区港南二丁目16番５号 400 4.00

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂一丁目３番１号 398 3.98

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 320 3.20

株式会社集英社 東京都千代田区一ツ橋二丁目５番10号 295 2.95

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 280 2.80

計 ― 4,565 45.65
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

10,000,000
10,000,000 ―

発行済株式総数 10,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 10,000,000 ―
 

 

② 【自己株式等】

    平成29年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 

２ 【株価の推移】

当社株式は非公開株式につき該当事項はない。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号)に基づいて作成している。

　本報告書の中間連結財務諸表等の金額の表示は、百万円未満を切り捨てて記載している。

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)

に基づいて作成している。

　本報告書の中間財務諸表等の金額の表示は、百万円未満を切り捨てて記載している。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(平成29年３月１日から平成29年８

月31日まで)及び中間会計期間(平成29年３月１日から平成29年８月31日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けている。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年２月28日)
当中間連結会計期間
(平成29年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 21,867 27,462

  未収入金 609 358

  有価証券 3,599 3,499

  たな卸資産 18 19

  その他 1,297 693

  貸倒引当金 △21 △4

  流動資産合計 27,371 32,029

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） ※2  18,611 ※2,※3  17,946

   土地 ※2  28,185 ※2  28,185

   建設仮勘定 － 730

   その他（純額） 241 212

   有形固定資産合計 ※1  47,038 ※1  47,075

  無形固定資産 36 28

  投資その他の資産   

   投資有価証券 4,467 4,957

   その他 4,436 3,423

   投資その他の資産合計 8,904 8,381

  固定資産合計 55,979 55,484

 資産合計 83,351 87,514

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 ※2  225 ※2  75

  未払法人税等 826 208

  賞与引当金 99 112

  その他 4,525 4,988

  流動負債合計 5,676 5,384

 固定負債   

  長期未払金 1,473 1,036

  長期前受金 － 4,000

  長期預り敷金 11,202 10,736

  環境対策引当金 228 217

  退職給付に係る負債 556 533

  資産除去債務 2,800 2,800

  その他 8 4

  固定負債合計 16,268 19,327

 負債合計 21,945 24,712
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年２月28日)
当中間連結会計期間
(平成29年８月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,000 5,000

  利益剰余金 55,250 56,376

  株主資本合計 60,250 61,376

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,154 1,425

  その他の包括利益累計額合計 1,154 1,425

 純資産合計 61,405 62,801

負債純資産合計 83,351 87,514
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② 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年８月31日)

営業収益 9,762 9,508

営業原価 ※1  5,946 ※1  5,872

営業総利益 3,815 3,635

販売費及び一般管理費 ※2  908 ※2  841

営業利益 2,907 2,794

営業外収益   

 受取利息 3 3

 受取配当金 39 41

 その他 9 34

 営業外収益合計 52 79

営業外費用   

 支払利息 3 1

 その他 － 1

 営業外費用合計 3 2

経常利益 2,956 2,871

特別損失   

 固定資産除却損 850 －

 環境対策費用 108 75

 再開発関連費用 － 71

 その他 9 －

 特別損失合計 967 146

税金等調整前中間純利益 1,989 2,724

法人税、住民税及び事業税 844 181

法人税等調整額 △55 717

法人税等合計 788 899

中間純利益 1,200 1,825

親会社株主に帰属する中間純利益 1,200 1,825
 

EDINET提出書類

株式会社　世界貿易センタービルディング(E03889)

半期報告書

17/54



【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年８月31日)

中間純利益 1,200 1,825

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △176 270

 その他の包括利益合計 △176 270

中間包括利益 1,023 2,095

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 1,023 2,095

 非支配株主に係る中間包括利益 － －
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

 前中間連結会計期間(自 平成28年３月１日　至 平成28年８月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 5,000 53,283 58,283 924 924 59,208

当中間期変動額       

剰余金の配当  △700 △700   △700

親会社株主に帰属する

中間純利益
 1,200 1,200   1,200

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額)
   △176 △176 △176

当中間期変動額合計 ― 500 500 △176 △176 323

当中間期末残高 5,000 53,784 58,784 748 748 59,532
 

 

 当中間連結会計期間(自 平成29年３月１日　至 平成29年８月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 5,000 55,250 60,250 1,154 1,154 61,405

当中間期変動額       

剰余金の配当  △700 △700   △700

親会社株主に帰属する

中間純利益
 1,825 1,825   1,825

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額)
   270 270 270

当中間期変動額合計 ― 1,125 1,125 270 270 1,395

当中間期末残高 5,000 56,376 61,376 1,425 1,425 62,801
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,989 2,724

 減価償却費 768 740

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △16

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 23 △23

 長期未払金の増減額（△は減少） － △180

 賞与引当金の増減額（△は減少） 13 12

 環境対策引当金の増減額（△は減少） △44 △10

 受取利息及び受取配当金 △43 △45

 支払利息 3 1

 有形固定資産除却損 850 －

 未収入金の増減額（△は増加） 37 250

 前払費用の増減額（△は増加） 8 23

 たな卸資産の増減額（△は増加） 1 △1

 未払金の増減額（△は減少） △308 △236

 未払費用の増減額（△は減少） 165 101

 未払消費税等の増減額（△は減少） 137 △174

 前受金の増減額（△は減少） △73 △42

 預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 122 111

 差入保証金の増減額（△は増加） △1 21

 その他 △349 △46

 小計 3,298 3,211

 利息及び配当金の受取額 43 45

 利息の支払額 △3 △1

 法人税等の支払額 △1,352 △769

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,985 2,485

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の取得による支出 △3,999 △6,199

 有価証券の売却及び償還による収入 3,999 6,499

 有形固定資産の取得による支出 △173 △44

 有形固定資産の売却による収入 － 4,001

 無形固定資産の取得による支出 △1 △0

 投資有価証券の取得による支出 △300 △100

 投資有価証券の売却及び償還による収入 100 －

 その他 28 8

 投資活動によるキャッシュ・フロー △345 4,165

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の調達による収入 1,000 1,000

 短期借入金の返済による支出 △1,150 △1,150

 リース債務の返済による支出 △8 △5

 配当金の支払額 △700 △700

 財務活動によるキャッシュ・フロー △858 △855

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 781 5,795

現金及び現金同等物の期首残高 21,288 21,863

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  22,070 ※1  27,658
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【注記事項】

(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

子会社は全て連結している。

当該子会社は、株式会社貿易ビルサービスの1社である。
　
２ 持分法の適用に関する事項

子会社は全て連結しており、持分法を適用すべき関連会社はない。
　
３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致している。
　
４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算出している)

時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっている。

商品             先入先出法

貯蔵品           最終仕入原価法

 
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

法人税法に規定する定率法によっている。

ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに平成28年４月以降に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法を採用している。

なお、建物については租税特別措置法上の割増償却を含んでいる。

② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっている。

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、５年間で均等償却する定額法を採用している。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっている。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えて、支給見込額に基づき計上している。

③ 環境対策引当金

ポリ塩化ビフェニル(PCB)廃棄物処理や土壌改良工事等の環境対策に係る支出に備えるため、当該発生見込額を

計上している。

 
(4) 退職給付に係る会計処理の方法

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る中間期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用している。

 
(5) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ価値変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に満期、償還期限の到来する短期投資からなっている。

 

(6) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっている。

 

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日)を当中間連

結会計期間から適用している。
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(中間連結貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

 

 
前連結会計年度

(平成29年２月28日)
当中間連結会計期間
(平成29年８月31日)

 62,300百万円 63,013百万円
 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりである。

 

 
前連結会計年度

(平成29年２月28日)
当中間連結会計期間
(平成29年８月31日)

建物 10,968百万円 10,642百万円

土地 13,290百万円 13,290百万円

計 24,259百万円 23,933百万円
 

 

担保付債務は次のとおりである。

 

 
前連結会計年度

(平成29年２月28日)
当中間連結会計期間
(平成29年８月31日)

短期借入金 225百万円 75百万円

計 225百万円 75百万円
 

 

※３ 有形固定資産の圧縮記帳

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構及び社団法人日本ガス協会からの補助金の受け入れにより、

建物の取得価額より309百万円直接減額している。
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(中間連結損益計算書関係)

※１ 営業原価に計上した引当金繰入額

 

 
前中間連結会計期間

(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

賞与引当金繰入額 71百万円 71百万円
 

 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりである。

 

 
前中間連結会計期間

(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

給料手当及び賞与 210百万円 203百万円

役員報酬 216百万円 196百万円

賞与引当金繰入額 43百万円 40百万円

退職給付費用 29百万円 19百万円

支払手数料 107百万円 109百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円 0百万円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年８月31日)

１ 発行済株式に関する事項

 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 10,000,000 ― ― 10,000,000
 

 

２ 配当に関する事項

配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成28年５月26日
定時株主総会

普通株式 700 70 平成28年２月29日 平成28年５月27日
 

 

 

当中間連結会計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日)

１ 発行済株式に関する事項

 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 10,000,000 ― ― 10,000,000
 

 

２ 配当に関する事項

配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成29年５月23日
定時株主総会

普通株式 700 70 平成29年２月28日 平成29年５月24日
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 

 
前中間連結会計期間

(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

現金及び預金勘定 21,924百万円 27,462百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預
金

△3百万円 △3百万円

有価証券勘定のうち現金同等物に
該当する残高

149百万円 199百万円

現金及び現金同等物 22,070百万円 27,658百万円
 

 

(リース取引関係)

１ ファイナンス・リース取引

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引(借主側)

① リース資産の内容

有形固定資産

主としてPC-LANシステムにおけるサーバ設備(ハードウェア)である。

無形固定資産

主としてPC-LANシステムにおけるサーバ設備(ソフトウェア)である。

② リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっている。

 

２ オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

(借主側)

 

 
前連結会計年度

(平成29年２月28日)
当中間連結会計期間
(平成29年８月31日)

１年以内 968百万円 1,660百万円

１年超 ― 6,888百万円

合計 968百万円 8,549百万円
 

 

(貸主側)

 

 
前連結会計年度

(平成29年２月28日)
当中間連結会計期間
(平成29年８月31日)

１年以内 1,989百万円 2,035百万円

１年超 2,843百万円 2,497百万円

合計 4,832百万円 4,532百万円
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(金融商品関係)

前連結会計年度(平成29年２月28日)

金融商品の時価等に関する事項

平成29年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりである。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていない。((注２)参照)

   (単位：百万円)

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 21,867 21,867 ―

(2) 未収入金 609 609 ―

貸倒引当金 △21 △21 ―

 588 588 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券    

 ① 満期保有目的の債券 4,399 4,390 △9

 ② その他有価証券 3,390 3,390 ―

資産計 30,266 30,257 △9

(4) 長期借入金 225 226 1

負債計 225 226 1
 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい

る。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっていて、債券は取引所の価格又は取引金融機関か

ら提示された価格によっている。MMF等は短期的に決済されるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっている。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照された

い。

負債

(4) 長期借入金

時価について、元利金の合計額を、新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定している。

なお、１年内返済予定の長期借入金を含めている。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 (単位：百万円)

 連結貸借対照表計上額

(5) 非上場株式 277

(6) 差入保証金 2,035

(7) 長期預り敷金 11,202
 

(5) 非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及び投資

有価証券」には含めていない。

(6) 差入保証金および(7) 長期預り敷金は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを合理的に見積もること

が出来ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としていない。
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当中間連結会計期間(平成29年８月31日)

金融商品の時価等に関する事項

平成29年８月31日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりである。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていない。((注２)参照)

(単位：百万円)

 中間連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 27,462 27,462 ―

(2) 未収入金 358 358 ―

貸倒引当金 △4 △4 ―

 354 354 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券    

 ① 満期保有目的の債券 4,399 4,397 △2

 ② その他有価証券 3,780 3,780 ―

資産計 36,001 35,998 △2

(4) 長期借入金 75 75 0

負債計 75 75 0
 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 未収入金

これらは短期間で決裁されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい

る。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の時価によっていて、債券は取引所の価格又は取引金融機関か

ら提示された価格によっている。MMF等は短期的に決済されるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっている。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照された

い。

負債

(4) 長期借入金

時価について、元利金の合計額を、新規に同様の借入れをおこなった場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定している。

なお、１年以内返済予定の長期借入金を含めている。

 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 (単位：百万円)

 中間連結貸借対照表計上額

(5) 非上場株式 277

(6) 差入保証金 2,013

(7) 長期預り敷金 10,736
 

(5) 非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及び投資

有価証券」には含めていない。

(6) 差入保証金および(7) 長期預り敷金は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを合理的に見積もること

が出来ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としていない。
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１ 満期保有目的の債券(平成29年２月28日)

 

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

連結決算日における
時価

(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

100 100 0

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

1,800 1,790 △9

合計 1,900 1,890 △9
 

 

２ その他有価証券(平成29年２月28日)

 

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

   株式 3,390 1,726 1,664

   債券 ― ― ―

   その他 ― ― ―

小計 3,390 1,726 1,664

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

   株式 ― ― ―

   債券 ― ― ―

   その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 3,390 1,726 1,664
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当中間連結会計期間

１ 満期保有目的の債券(平成29年８月31日)

 

区分
中間連結決算日における
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

中間連結決算日における
時価

(百万円)

差額
(百万円)

時価が中間連結貸借対照表
計上額を超えるもの

600 601 1

時価が中間連結貸借対照表
計上額を超えないもの

1,300 1,295 △4

合計 1,900 1,897 △2
 

 

２ その他有価証券(平成29年８月31日)

 

区分
中間連結決算日における
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるもの

   

 株式 3,750 1,694 2,055

 債券 ― ― ―

 その他 ― ― ―

小計 3,750 1,694 2,055

中間連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えないもの

   

 株式 29 31 △1

 債券 ― ― ―

 その他 ― ― ―

小計 29 31 △1

合計 3,780 1,726 2,054
 

 

(デリバティブ取引関係)

取引の時価等に関する事項

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はない。
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(資産除去債務関係)

前連結会計年度(自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減は次のとおりである。

 

期首残高 2,800百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ―百万円

時の経過による調整額 ―百万円

期末残高 2,800百万円
 

 

当中間連結会計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日)

資産除去債務のうち中間連結貸借対照表に計上しているもの

当中間連結会計期間における当該資産除去債務の総額の増減は次のとおりである。

 

期首残高 2,800百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ―百万円

時の経過による調整額 ―百万円

当中間連結会計期間末残高 2,800百万円
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(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日)

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時価及び

当該時価の算定方法は以下のとおりである。

   (単位：百万円)

連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価

期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

41,740 △1,241 40,499 149,276
 

(注) １ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額である。

２ 主な変動額

主な減少は、当連結会計年度の減価償却費1,493百万円である。

３ 時価の算定方法

社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額である。

 

当中間連結会計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日)

賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価に前連結会計年度の末日に比して著

しい変動が認められないため、賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び当中間連結会計期間における主な変

動並びに中間連結決算日における時価及び当該時価の算定方法は、省略している。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

当社グループにおいて構成される事業毎に業績を集計し、これを報告セグメントとして業績の開示を行ってい

る。報告セグメントの主要な内容は以下の通りである。

　

建物賃貸事業   ：オフィスビル、マンション等の賃貸

建物管理受託事業：ThinkPark Towerの管理受託、清掃、建物内装工事の受託等

その他の事業   ：結婚式場及び貸会議室、駐車場、バスターミナル、展望台他の経営など

　

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であり、報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値である。セグメント間の内部売上

高又は振替高は市場実勢価格に基づいている。

　

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前中間連結会計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年８月31日)

 
(単位：百万円)

 報告セグメント
調整額
(注１)

中間連結財務
諸表計上額
(注２) 建物賃貸事業

建物管理受託
事業

その他の事業 計

売上高       

 外部顧客への売上高 7,750 1,167 844 9,762 ― 9,762

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

25 169 10 206 △206 ―

計 7,776 1,337 855 9,968 △206 9,762

セグメント利益又は
損失(△)

3,468 229 8 3,706 △799 2,907

セグメント資産 51,403 317 2,032 53,753 27,596 81,349

セグメント負債 19,266 147 134 19,548 2,269 21,817

その他の項目       

 減価償却費 717 7 31 757 10 768

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

172 ― 5 177 4 182
 

(注１) セグメント利益の調整額△799百万円には、セグメント間取引消去△34百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△764百万円が含まれている。

全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

セグメント資産の調整額27,596百万円は主に親会社での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投

資有価証券)である。

セグメント負債の調整額2,269百万円は主に未払法人税等、退職給付に係る負債、長期未払金である。

減価償却費の調整額10百万円は当社グループ本社の減価償却費である。

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額4百万円は当社グループ本社の設備投資額である。

(注２) セグメント利益は中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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当中間連結会計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日)

 
(単位：百万円)

 報告セグメント
調整額
(注１)

中間連結財務
諸表計上額
(注２) 建物賃貸事業

建物管理受託
事業

その他の事業 計

売上高       

 外部顧客への売上高 7,702 1,145 661 9,508 ― 9,508

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

25 167 12 205 △205 ―

計 7,727 1,312 673 9,713 △205 9,508

セグメント利益又は
損失(△)

3,402 212 △52 3,562 △768 2,794

セグメント資産 49,482 371 2,057 51,912 35,601 87,514

セグメント負債 17,266 173 83 17,523 7,188 24,712

その他の項目       

 減価償却費 686 6 37 731 9 740

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

9 631 17 27 733 761
 

(注１) セグメント利益の調整額△768百万円には、セグメント間取引消去△35百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△733百万円が含まれている。

全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

セグメント資産の調整額35,601百万円は主に親会社での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投

資有価証券)である。

セグメント負債の調整額7,188百万円は主に未払法人税等、退職給付に係る負債、長期未払金、長期前受金で

ある。

減価償却費の調整額9百万円は当社グループ本社の減価償却費である。

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額733百万円は当社グループ本社の設備投資額である。

(注２) セグメント利益は中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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【関連情報】

前中間連結会計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年８月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

当社グループは不動産賃貸事業を主として行っているため、製品及びサービスごとの情報は記載していない。

 

２ 地域ごとの情報

本邦以外の国又は地域に所存する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はない。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載をしてい

ない。

 

当中間連結会計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

当社グループは不動産賃貸事業を主として行っているため、製品及びサービスごとの情報は記載していない。

 

２ 地域ごとの情報

本邦以外の国又は地域に所存する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はない。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載をしてい

ない。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年８月31日)

該当事項はない。

 

当中間連結会計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日)

該当事項はない。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年８月31日)

該当事項はない。

 

当中間連結会計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日)

該当事項はない。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年８月31日)

該当事項はない。

 

当中間連結会計期間(自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日)

該当事項はない。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであ

る。

 

項目
前連結会計年度

(平成29年２月28日)
当中間連結会計期間
(平成29年８月31日)

(1) １株当たり純資産額 6,140.59円 6,280.17円

  (算定上の基礎)   

   中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)の純資産の
   部の合計額(百万円)

61,405 62,801

   普通株式に係る純資産額(百万円) 61,405 62,801

   普通株式の発行済株式数(株) 10,000,000 10,000,000

   １株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
   の数(株)

10,000,000 10,000,000
 

 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

(2) １株当たり中間純利益金額 120.03円 182.56円

  (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 1,200 1,825

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   中間純利益(百万円)

1,200 1,825

   普通株式の期中平均株式数(株) 10,000,000 10,000,000
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式がないため記載をしていない。

 

(重要な後発事象)

該当事項はない。
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(2) 【その他】

該当事項はない。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年２月28日)
当中間会計期間

(平成29年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 20,754 26,297

  未収入金 488 228

  有価証券 3,599 3,499

  たな卸資産 14 14

  その他 1,269 678

  貸倒引当金 △20 △4

  流動資産合計 26,105 30,714

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） ※1,※2  17,263 ※1,※2  16,633

   土地 ※1  26,956 ※1  26,956

   建設仮勘定 － 730

   その他（純額） 1,046 995

   有形固定資産合計 45,266 45,315

  無形固定資産 35 27

  投資その他の資産   

   投資有価証券 4,467 4,957

   その他 5,103 4,102

   投資その他の資産合計 9,571 9,059

  固定資産合計 54,873 54,402

 資産合計 80,979 85,117
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年２月28日)
当中間会計期間

(平成29年８月31日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 ※1  225 ※1  75

  リース債務 10 9

  未払金 1,969 1,972

  未払法人税等 781 190

  賞与引当金 77 90

  その他 2,450 2,860

  流動負債合計 5,514 5,198

 固定負債   

  リース債務 8 4

  長期未払金 1,449 1,033

  長期前受金 － 4,000

  長期預り敷金 11,056 10,590

  退職給付引当金 389 384

  環境対策引当金 228 217

  資産除去債務 2,800 2,800

  固定負債合計 15,931 19,029

 負債合計 21,446 24,228

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,000 5,000

  利益剰余金   

   利益準備金 1,250 1,250

   その他利益剰余金   

    別途積立金 27,000 27,000

    繰越利益剰余金 25,128 26,214

   利益剰余金合計 53,378 54,464

  株主資本合計 58,378 59,464

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1,154 1,425

  評価・換算差額等合計 1,154 1,425

 純資産合計 59,533 60,889

負債純資産合計 80,979 85,117
 

EDINET提出書類

株式会社　世界貿易センタービルディング(E03889)

半期報告書

39/54



② 【中間損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間会計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成29年３月１日
　至 平成29年８月31日)

営業収益 8,983 8,755

営業原価 ※1  5,344 ※1  5,276

営業総利益 3,638 3,479

販売費及び一般管理費 ※1  824 ※1  764

営業利益 2,813 2,715

営業外収益 ※2  64 ※2  92

営業外費用 ※3  3 ※3  2

経常利益 2,875 2,805

特別損失 ※4  967 ※4  146

税引前中間純利益 1,907 2,658

法人税、住民税及び事業税 806 168

法人税等調整額 △55 704

法人税等合計 750 872

中間純利益 1,156 1,786
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

 前中間会計期間(自 平成28年３月１日　至 平成28年８月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 5,000 1,250 27,000 23,252 51,502 56,502

当中間期変動額       

剰余金の配当    △700 △700 △700

中間純利益    1,156 1,156 1,156

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額)
      

当中間期変動額合計 ― ― ― 456 456 456

当中間期末残高 5,000 1,250 27,000 23,709 51,959 56,959
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 924 924 57,426

当中間期変動額    

剰余金の配当   △700

中間純利益   1,156

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額)
△176 △176 △176

当中間期変動額合計 △176 △176 280

当中間期末残高 748 748 57,707
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 当中間会計期間(自 平成29年３月１日　至 平成29年８月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 5,000 1,250 27,000 25,128 53,378 58,378

当中間期変動額       

剰余金の配当    △700 △700 △700

中間純利益    1,786 1,786 1,786

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額)
      

当中間期変動額合計 ― ― ― 1,086 1,086 1,086

当中間期末残高 5,000 1,250 27,000 26,214 54,464 59,464
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 1,154 1,154 59,533

当中間期変動額    

剰余金の配当   △700

中間純利益   1,786

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額)
270 270 270

当中間期変動額合計 270 270 1,356

当中間期末残高 1,425 1,425 60,889
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算出している)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっている。

貯蔵品   最終仕入原価法

 

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

法人税法に規定する定率法を採用している。

ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに平成28年４月以降に取得した建物附

属設備及び構築物については定額法を採用している。

なお、建物については租税特別措置法上の割増償却を含んでいる。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっている。

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、５年間で均等償却する定額法を採用している。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっている。
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３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

(2) 賞与引当金

従業員に対する次回の賞与支給に備えて、支給見込額に基づき計上している。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務の見込額に基づき計上している。退職

給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る中間期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用

いた簡便法を適用している。

(4) 環境対策引当金

ポリ塩化ビフェニル(PCB)廃棄物処理や土壌改良工事等の環境対策に係る支出に備えるため、当該発生見込額を計

上している。

 

４ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理について

税抜方式によっている。

 

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日)を当中間会

計期間から適用している。
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(中間貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりである。

 

 
前事業年度

(平成29年２月28日)
当中間会計期間

(平成29年８月31日)

建物 10,968百万円 10,642百万円

土地 13,290百万円 13,290百万円

計 24,259百万円 23,933百万円
 

 

担保付債務は次のとおりである。

 

 
前事業年度

(平成29年２月28日)
当中間会計期間

(平成29年８月31日)

短期借入金 225百万円 75百万円

計 225百万円 75百万円
 

 

※２ 有形固定資産の圧縮記帳

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構及び社団法人日本ガス協会からの補助金の受け入れにより、

建物の取得価額より309百万円直接減額している。
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(中間損益計算書関係)

※１ 減価償却実施額

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

有形固定資産 733百万円 708百万円

無形固定資産 9百万円 8百万円
 

 

※２ 営業外収益の主要な項目

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

受取利息 1百万円 1百万円

有価証券利息 2百万円 2百万円

受取配当金 54百万円 56百万円
 

 

※３ 営業外費用の主要な項目

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

支払利息 3百万円 1百万円
 

 

※４ 特別損失の主要な項目

 

 
前中間会計期間

(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日)

固定資産除却損 850百万円 ―

環境対策費用 108百万円 75百万円

再開発関連費用 ― 71百万円
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(有価証券関係)

前事業年度(平成29年２月28日)

子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。
　

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

 (単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額

子会社株式 725

関連会社株式 ―

合計 725
 

　
上記については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるものである。

 

当中間会計期間(平成29年８月31日)

子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。
　

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

 (単位：百万円)

区分 中間貸借対照表計上額

子会社株式 725

関連会社株式 ―

合計 725
 

　
上記については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるものである。

 

(重要な後発事象)

該当事項はない。
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(2) 【その他】

該当事項はない。
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第６ 【提出会社の参考情報】

 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

 

(1)
 
有価証券報告書
及びその添付書類

 
事業年度
(第63期)

 
自 平成28年３月１日

至 平成29年２月28日
 

 
平成29年５月26日
関東財務局長に提出。

(2)
 
内部統制報告書
及びその添付書類

 
事業年度
(第63期)

 
自 平成28年３月１日

至 平成29年２月28日
 

 
平成29年５月26日
関東財務局長に提出。

(3) 臨時報告書
 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及
び第19号の規定に基づくもの(重要な資産の譲渡)

 
 
平成29年９月１日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

 

平成29年11月22日

株式会社世界貿易センタービルディング

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   金   子   秀   嗣   印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   竹 之 内　　和　　徳   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社世界貿易センタービルディングの平成29年３月１日から平成30年２月28日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成29年３月１日から平成29年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務

諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査

を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に

関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査

計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手

続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間

連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の

作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社世界貿易センタービルディング及び連結子会社の平成29年８月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成29年３月１日から平成29年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 
 

※１ 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

 

平成29年11月22日

株式会社世界貿易センタービルディング

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   金   子   秀   嗣   印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   竹 之 内　　和　　徳   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社世界貿易センタービルディングの平成29年３月１日から平成30年２月28日までの第64期事業年度の中間会

計期間(平成29年３月１日から平成29年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定

し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続

が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な

情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社世界貿易センタービルディングの平成29年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成29年３月１日から平成29年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 
 

※１ 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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